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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等
 

回次
第52期

第３四半期
連結累計期間

第53期
第３四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 47,638 43,177 78,387

経常利益 （百万円） 2,928 1,091 6,976

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,054 5,077 5,207

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,658 7,278 5,815

純資産額 （百万円） 60,866 57,427 63,719

総資産額 （百万円） 77,322 73,541 93,661

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 70.27 175.94 178.49

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 69.87 175.07 177.48

自己資本比率 （％） 75.7 75.5 65.4

 

回次
第52期

第３四半期
連結会計期間

第53期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 39.54 2.45

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府や日本銀行による各種施策効果もあ

り、引き続き穏やかな回復基調で推移してまいりました。設備投資は、企業の業況判断が改善する

なかで、生産性の向上、成長分野への対応等を背景に緩やかな増加基調となり、個人消費は雇用・

所得環境の改善を背景に持ち直しが続いております。

建設業界におきましては、再開発事業、生産合理化等を背景とした設備更新、経済対策に伴う公

共事業の増加を背景に、市況は堅調に推移いたしました。

このような状況のもとで当社グループは、お客様のニーズにワンストップで応える「総合エンジ

ニアリングサービス企業」として、より一層の発展を目指してまいりました。

受注高につきましては、537億69百万円（前第３四半期連結累計期間比0.5％増）となりました。

売上高につきましては、431億77百万円（前第３四半期連結累計期間比9.4％減）となりました。

利益につきましては、営業利益は7億58百万円（前第３四半期連結累計期間比71.7％減）、経常利

益は10億91百万円（前第３四半期連結累計期間比62.7％減）となりました。また、親会社株主に帰

属する四半期純利益は50億77百万円（前第３四半期連結累計期間比147.1％増）となりました。

なお、セグメントの業績は次のとおりです。

①設備工事事業

売上高は377億4百万円（前第３四半期連結累計期間比11.4％減）、営業利益は5億97百万円（前

第３四半期連結累計期間比75.4％減）となりました。

②設備機器販売事業

売上高は34億26百万円（前第３四半期連結累計期間比18.4％増）、営業利益は1億7百万円（前第

３四半期連結累計期間比384.2％増）となりました。

③設備機器製造事業

売上高は20億46百万円（前第３四半期連結累計期間比5.7％減）、営業利益は47百万円（前第３

四半期連結累計期間比78.9％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はあり

ません。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は86百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,500,000

計 96,500,000

 

②【発行済株式】
 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年２月６日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,000,309 26,506,321
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 31,000,309 26,506,321 － －

（注）平成30年１月19日開催の取締役会決議に基づき、平成30年１月31日付で自己株式の消却を行い、発行済株式総数が

4,493,988株減少しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日

～平成29年12月31日
－ 31,000 － 5,753 － 5,931

（注）平成30年１月19日開催の取締役会決議に基づき、平成30年１月31日付で自己株式の消却を行い、発行済株式総数が

4,493,988株減少しております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名

簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 1,857,400
 

－ －

（相互保有株式）

普通株式 392,600
 

－ －

完全議決権株式（その他）
 
普通株式 28,710,500
 

287,105 －

単元未満株式
 
普通株式 39,809
 

－ １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 31,000,309 － －

総株主の議決権 － 287,105 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名

義の株式がそれぞれ2,000株（議決権20個）及び20株含まれております。

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式が104,600株

（議決権1,046個）含まれております。なお、当該議決権は不行使となっております。

３ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式                       23株

４ 平成29年11月７日開催の取締役会決議に基づく自己株式の公開買付けにより、自己株式4,493,988株の取得

を行っております。公開買付け等による自己株式の取得の結果、当第３四半期会計期間末日現在の自己保有

株式は6,587,185株、相互保有株式は0株となっております。なお、自己保有株式の内、役員報酬ＢＩＰ信託

が保有する当社株式は235,600株となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

日比谷総合設備株式会社 東京都港区三田３－５－27 1,857,400 － 1,857,400 5.99

（相互保有株式）      

日本メックス株式会社 東京都中央区入船３－６－３ 392,600 － 392,600 1.27

計 － 2,250,000 － 2,250,000 7.26

（注）１ 役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式104,600株は、上記自己株式に含めておりません。

２ 平成29年11月７日開催の取締役会決議に基づく自己株式の公開買付けにより、自己株式4,493,988株の取得

を行っております。公開買付け等による自己株式の取得の結果、当第３四半期会計期間末日現在の自己保有

株式は6,587,185株、相互保有株式は0株となっております。なお、自己保有株式の内、役員報酬ＢＩＰ信託

が保有する当社株式は235,600株となっております。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年

10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,345 11,109

受取手形・完成工事未収入金等 41,102 19,490

有価証券 968 4,700

未成工事支出金等 711 1,092

その他 2,117 5,454

貸倒引当金 △17 △7

流動資産合計 56,229 41,839

固定資産   

有形固定資産 646 726

無形固定資産 181 153

投資その他の資産   

投資有価証券 32,227 26,295

その他 4,406 4,579

貸倒引当金 △29 △52

投資その他の資産合計 36,604 30,822

固定資産合計 37,432 31,702

資産合計 93,661 73,541
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 20,826 10,315

未払法人税等 2,115 135

未成工事受入金 157 544

賞与引当金 3,015 756

完成工事補償引当金 53 157

工事損失引当金 315 482

その他 2,490 1,859

流動負債合計 28,974 14,250

固定負債   

退職給付に係る負債 340 339

その他 627 1,524

固定負債合計 967 1,864

負債合計 29,942 16,114

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,753 5,753

資本剰余金 5,931 5,896

利益剰余金 49,292 52,693

自己株式 △2,624 △13,777

株主資本合計 58,352 50,566

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,342 5,348

繰延ヘッジ損益 0 0

退職給付に係る調整累計額 △444 △361

その他の包括利益累計額合計 2,898 4,987

新株予約権 181 170

非支配株主持分 2,287 1,703

純資産合計 63,719 57,427

負債純資産合計 93,661 73,541
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

売上高 47,638 43,177

売上原価 39,436 36,685

売上総利益 8,201 6,491

販売費及び一般管理費 5,519 5,732

営業利益 2,681 758

営業外収益   

受取利息 45 38

受取配当金 174 200

持分法による投資利益 － 2

その他 128 130

営業外収益合計 347 372

営業外費用   

支払利息 2 0

持分法による投資損失 94 －

自己株式取得費用 2 35

その他 2 3

営業外費用合計 101 39

経常利益 2,928 1,091

特別利益   

固定資産売却益 254 －

投資有価証券売却益 － 4,523

特別利益合計 254 4,523

税金等調整前四半期純利益 3,183 5,614

法人税、住民税及び事業税 421 139

法人税等調整額 620 336

法人税等合計 1,041 476

四半期純利益 2,141 5,138

非支配株主に帰属する四半期純利益 86 61

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,054 5,077
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

四半期純利益 2,141 5,138

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 410 1,980

繰延ヘッジ損益 △0 △0

退職給付に係る調整額 54 53

持分法適用会社に対する持分相当額 52 105

その他の包括利益合計 516 2,139

四半期包括利益 2,658 7,278

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,521 7,165

非支配株主に係る四半期包括利益 136 112
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【注記事項】

（追加情報）

業績連動型株式報酬制度

①取引の概要

当社は、取締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下「取締役等」とい

う。）を対象とした業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を平成29年８月より導

入しております。

本制度では、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）

と称される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、欧米の業績連動型株式報酬

（Performance Share）及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）と同様に、役位や中期経営

計画等の目標達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を取締役等に

交付及び給付する制度であります。
 

②ＢＩＰ信託に残存する当社株式

ＢＩＰ信託に残存する当社株式を、ＢＩＰ信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末における

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、566百万円及び235,600株であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

業績の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）及び当第３四半期

連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に集中しているた

め、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連

結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 117百万円 162百万円
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（株主資本等関係）

１. 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

[１]配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 590 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 734 25.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

[２]株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

２. 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

[１]配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 727 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月７日

取締役会（注）
普通株式 874 30.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。

 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

[２]株主資本の著しい変動

 平成29年11月７日開催の取締役会決議に基づく自己株式の公開買付けにより、自己株式

4,493,988株の取得を行っております。公開買付け等による自己株式の取得の結果、当第３

四半期連結累計期間において自己株式が11,153百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末

において自己株式が13,777百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 設備工事事業
設備機器
販売事業

設備機器
製造事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高       

外部顧客への売上高 42,575 2,893 2,168 47,638 － 47,638

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 2,855 492 3,351 △3,351 －

計 42,578 5,749 2,661 50,989 △3,351 47,638

セグメント利益 2,427 22 225 2,675 6 2,681

（注）１ セグメント利益の調整額6百万円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 設備工事事業
設備機器
販売事業

設備機器
製造事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高       

外部顧客への売上高 37,704 3,426 2,046 43,177 － 43,177

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 2,667 295 2,965 △2,965 －

計 37,706 6,094 2,342 46,142 △2,965 43,177

セグメント利益 597 107 47 752 6 758

（注）１ セグメント利益の調整額6百万円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 70.27円 175.94円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,054 5,077

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
2,054 5,077

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,239 28,857

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

   金額
69.87円 175.07円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 164 142

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、１株当たり情報の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。（当第３四半期連結累計期間77千株）

 

（重要な後発事象）

自己株式の消却

当社は、平成30年１月19日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、公開買付

けにより取得した自己株式の消却を次のとおり決議し、実施いたしました。

（１）消却する株式の種類　　　　　当社普通株式

（２）消却する株式の数　　　　　　4,493,988株

　　　　　　　　　　　　　　　　（消却前発行済株式総数に対する割合 14.50％）

（３）消却日　　　　　　　　　　　平成30年１月31日

（４）消却後の発行済株式総数　　　26,506,321株
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２【その他】

第53期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年11月７日

開催の取締役会において、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次

のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1）配当金の総額 ８億74百万円  

(2）１株当たりの金額 30円00銭  

(3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月４日  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成30年２月６日

日比谷総合設備株式会社

取締役会 御中
 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 縄 田   直 治   印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石 野   研 司   印

 
 
 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る日比谷総合設備株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期

連結会計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年

４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日比谷総合設備株式会社及び連結

子会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成

績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
 
 
（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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